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1. 研究背景と目的 

近年、静止軌道衛星の大型化と大電力化が進むにつれて帯電

放電による不具合が生じている。これは磁気圏嵐により、高エ

ネルギー電子が宇宙機に遭遇することと関連している。宇宙機

自体は導体で作られているため大きく負に帯電するが、絶縁体

である太陽電池のカバーガラスなどは導体よりも二次電子放出

が多く、表面が導体よりも容易に正に帯電してしまうため、宇

宙機との電位差が大きくなり放電が発生する。このような帯電

放電による宇宙機事故を未然に防ぐため、九州工業大学宇宙環

境技術研究センターと宇宙航空研究開発機構は衛星帯電解析ソ

フトウェアである「MUSCAT」を開発した。MUSCAT は衛星表

面の帯電電位を計算するため、導体や絶縁体の二次電子放出係

数値を使用している。しかし、それらのデータは BOL(Beginning 

of Life)の状態を模擬したものであり、紫外線や原子状酸素など

の過酷な宇宙環境により劣化したEOL(End of Life)の二次電子放

出係数値は BOL の値とは異なると考えられる。衛星寿命中のよ

り詳細な帯電状態を知るためにも劣化時の二次電子放出係数値

を求めることが必要である。本研究では二次電子放出係数測定

システムの開発を目的としており、その重要な要素となる全電

子放出係数値を計測した。 

2. 研究手法 

物質に電子が衝突すると、主に二次電子と後方散乱電子が放

出される。その 2 つの電子を合わせて全電子と呼ぶ。全電子放

出係数の指標としては最大全電子放出係数値であるmax と、そ

れに対応した電子ビームエネルギー値である E maxがある。放出

される各電子は全方位に飛散していくため全体を覆うような計

測機器、本研究では測定コレクターと呼ぶ機器が必要である。

全電子放出係数値は入射した電子と放出される電子の比によっ

て求まるので、式(1)を用いて算出する。 
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また、導体、絶縁体サンプルのどちらでも計測できるよう図 1

のような回路を使用した。 

 

図 1 全電子放出係数の測定回路 

コレクターとサンプルに流れる電流を計測し、式(1)を用いて全

電子放出係数値を算出した。導体の場合はプラズマによるクリ

ーニングの後に測定し、絶縁体の場合は脱イオン水にてクリー

ニングを行う。また絶縁体に関しては照射位置を随時変更、か

つ 10s のシングルパルスを照射することで、帯電による測定値

への影響を最小限に抑えている。 

3. 試験結果 

図 2(a)に Au の全電子放出係数値における測定結果と参考文献

値を、図 2(b)にはカプトンフィルムの全電子放出係数値における

測定結果と参考文献値を示す。 

 

(a)Au        (b)カプトンフィルム 

図 2 全電子放出係数における測定値と参考文献値の比較 

 

Au はほとんど参考文献値と同様な値を取得することができたが、

カプトンフィルムは近しいものの異なる値を取った。しかし、

参考文献の結果は、同じ箇所で電子ビームを照射していたため、

帯電による影響を強く受けてしまっている。よって、(b)で示さ

れる値の方がより正確だと判断した。以上より全電子放出係数

の測定装置並びに測定手法を開発した。それぞれのmaxと、E max

を以下に示す。 

Au               : (max, E max) = (1.83, 700eV) 

カプトンフィルム  : (max, E max) = (1.81, 200eV) 

4. 今後の予定 

 本研究は二次電子放出係数の測定が目的であるため、後方散

乱電子の測定が可能である測定コレクターの作製が必要である。

また、絶縁体の測定の際には時間がかかってしまうため、より

効率の良い測定方法が必要となるだろう。 
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